
滋賀県で導入が検討されている 

 2022年5月末ごろ、複数のメディアが「滋

賀県で交通税が検討されている」と報じて

いました。報道によると滋賀県の税制審議

会が「地域の公共交通機関を支える税制を

検討すべき」という答申をまとめ、知事が

導入を検討する方針を示しているというこ

とです。交通税が導入されれば、全国初と

なります。 

自治体で税を新しく作ることはできる 

 地方自治体は、地方税法に定める税目（法

定税）以外に、条例によって税を新設する

ことができます。「法定外目的税」と言われ

るものですが、石油価格調整税、遊漁税、産

業廃棄物税、宿泊税等、地方自治体が独自

に制定しているものは多くあります。 

 今回の滋賀県のケースで言えば、「交通税」

という法定外目的税を新たに制定し、滋賀

県の公共交通機関の運営財源に充てること

になります。 

課題が多い交通税 

 なぜ「交通税」が「導入されると全国初」

なのでしょうか？ それは課題が多いから

です。日本には「受益者負担の原則」があり、

利用して利益を得る人が維持費を負担すべ

きという考えが根強いことや、税という公

的なお金を直接民間企業に充てることなど

が課題となります。 

 また、厳しい経営状況にある公共交通機

関事業者については、自治体が助成してい

るケースや、公有民営や第三セクターで運

営されている交通機関等、税の徴収以外で

現在行われている対応策が多々あります。

わざわざ税を新設しなくても良い、という

意見もあるでしょう。 

滋賀県がチャレンジする意義 

 ただ、現在行われている公共交通機関へ

の助成はジリ貧の印象が濃く、上手くいっ

ている例が多いとは言えない状況です。ま

た、公共交通機関の経営難については、広

域的な問題のため、市区町村単体ではなか

なか解決できないものです。 

 滋賀県の「国の取組を待たず、また、個々

の市町の区域にも限定されない、広域的な

見地に立つ県として、導入へ向けた挑戦を

すべきものである」という力強い言葉は、

現在の日本社会を見れば、確かにその通り

だと思えるものではあります。今後どのよ

うな方向になるのか、注目したいですね。 
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「交通税」導入への課題 

全国でさかんに導入され

たコミュニティーバス

も、地域によっては随分

減りました。 
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